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１．研究背景と目的 

現在，コロナ禍におけるステイホーム習慣から，外

に出なくても買い物ができる EC 利用増加に伴い，宅

配需要が増している．それに伴い，物流集配施設にお

いて荷物が施設からはみ出ている状況なども見られ，

容量以上の荷物を扱わざるを得ない状況にあり，適正

な立地及び規模であるか検討する時期にある．また，

物流集配施設を高密度に配置し，自動車ではなく台車

にて配送することも行われ，環境負荷低減が展開され

ている．このように，物流集配施設の立地と敷地規模

は重要であるにもかかわらず，民間事業者が設置する

ため，都市を支える施設としての位置づけは具体に行

われていない現状にある． 

そこで本研究では，日本郵便を含む 3 事業者を対象

に，物流集配送施設が高密度に配置されていると考え

られる都心 5 区をケーススタディとして，物流集配送

施設の立地場所及びその場所の都市計画的位置づけを

調査し，立地特性を明らかにすることを目的とする． 

 

２．既存研究 

 萩野ら 1)らは，第 4 回東京都市圏物資流動調査等の

データを用い，物流施設，工場，商業施設の施設立地

モデルを構築し，東京都市圏臨海部への人口増加が物

流施設立地に及ぼす影響を分析している．また，清水

ら 2)は，東京都町田市の中心市街地を対象に，路上駐

車実態調査や横持追跡調査等を行い，それらから利用

者ニーズを考慮した中心市街地等における荷捌き施設

の配置計画手法の分析を行っている．鎌田ら 3)は，都

市物流政策の変遷を踏まえた上で，東京都市圏物資流

動調査のデータをもとに，東京都市圏臨海部における

広域物流施設の更新手法の考察を行っている．しかし

本研究が目的とする物流集配送施設の立地場所を調査

し，その場所の都市計画的位置づけとの関係解明を行

った研究は見受けられなかった． 

３．研究方法 

 本研究は，都心 5 区内に立地する日本郵便及び民間

事業者 A 社と B 社の物流集配送施設数を各事業者の

HP や問い合わせにより把握する．次に，各区の道路台

帳 4)及び都道検索システム 5)から物流集配送施設に接

道している道路の幅員を把握する．また，これらから

は分からない私道等は，国土地理院 GSI Maps6)での計

測によって把握する．そして，Google Maps ストリー

トビュー 7)を用いて施設の駐車場の有無を確認するこ

とで，物流集配送施設の立地環境の状況を分析する． 

 

４．研究結果 

4.1. 各区の施設数 

 各区の物流集配施設数及び区の 1km²当たりの物流

集配施設密度を表-1 に示す．なお，1km²（100ha）当た

りとして評価する理由として，道路や公園の施設配置

として C.A.ペリーの近隣住区モデル（1 住区 100ha）

を挙げる． 
表-1 各区の施設数及び密度 

 

物流集配送施設の密度で見ると，千代田区が 11.5 ヶ

所/km²，中央区が 13.5 ヶ所/km²，港区が 7.4 ヶ所/km²，

新宿区が 6.7/km²，渋谷区が 5.8 ヶ所/km²となっており，

千代田区と中央区が突出して多いことが判明した．ま

た，従来官営であった日本郵便と以前から民営であっ

た A 社と B 社を比較すると，新宿区と渋谷区では両者

の配置密度は同程度であり，千代田区・中央区・港区

では配置密度に 2 倍ほどの差が見られた． 
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4.2. 立地場所の道路状況 

 物流集配送施設が接道している道路のうち，幅員が

最大となる道路を抽出し，分類したものを図-1に示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 各区の施設の接道道路幅員 

日本郵便に着目すると，民間事業者に比べ幅員 25m

以上に接道している割合が高い．一方，民間事業者で

は，千代田区と渋谷区において，物流集配送施設が接

道している道路のうち幅員が最大でも 10m 以下のも

のが区全体の半数を占めていることが分かる．このこ

とから，千代田区と渋谷区では区画道路レベルでの立

地が多くなっていると想定され，路上での荷捌き等が

行われていた場合，道路利用に与える影響が大きくな

るとも考えられる．渋谷区では日本郵便でも幅員 10m

以下のものが 4 割と他の区と比べて大きくなっている．

このことより，渋谷区の物流集配送施設は他の区と比

較する狭小な道路に接道して立地していると考えられ

る．接道状況を踏まえ，今後は物流集配送施設の立地

において接道について検討する必要がある． 

4.3. 駐車空間の有無 

 物流集配送施設における駐車空間の有無の状況をま

とめたものを図-2 に示す．ここでは，物流集配送施設

に付随して道路以外で荷捌き車両が駐車することがで

きる駐車空間の有無を確認し分析を行った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 各施設の駐車空間の有無 

その結果，民間事業者における駐車空間の状況に着

目をすると．全ての区において駐車空間が有る施設が

半数以下となっている．特に，千代田区と中央区では

1 割ほどしか駐車空間が整備されておらず，道路幅員

を踏まえると千代田区においては幅員 10m 以下の割

合が大きいことから，荷捌きが道路に影響を与えてい

ることが考えられる．また，日本郵便においても千代

田区では約 7 割に駐車空間が確保されているが，他の

区においては，半数程度しか確保がされていないこと

が確認できた． 

  

５．まとめと今後の展望 

都心 5 区における物流集配送施設は，日本郵便と民

間事業者において，区ごとに立地環境に差異があるこ

とが分かった．業務・商業系土地利用が中心である千

代田区と中央区では，他の区に比べ物流集配送施設を

高密度で配置されていた．ただし，物流集配送施設の

接道を見ると，民間事業者では幅員 10m 以下の道路に

接道している割合が大きく，さらに，荷捌きができる

駐車空間が無い施設の立地割合が高いことが明らかと

なった．また，渋谷区では民間事業者に加え日本郵便

においても，他の区と比べて幅員 10m 以下での立地，

道路状況駐車空間が確保されていない場所での立地が

多いことが分かった．このような区では，狭い道路空

間の路上にて荷捌きを行わざるを得ない可能性があり，

道路利用に影響を及ぼしていることも考えられる．な

お，Google Maps ストリートビューを見ると，物流集

配送施設の周辺にあるコインパーキングに駐車をして

荷捌きを行っている事例も確認できた．今後は調査対

象の区を拡大すると共に，周辺のパーキング状況等の

調査も行いながら立地環境の分析を行う予定である． 
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